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はじめに
現在，わが国においては，行政手続法の制定・改正，行政事件訴訟法の改
正に続き，行政不服審査法の改革が進行中である1)。また，わが園の制度改
革を考える際に一つのモデノレとしてしばしば念頭に寵かれているイギリスの
審判所制度についても改革が進特中である 2)。イギリスにおける 1957年の
ブランクス委員会の報告書とそれに従った改革は，わが国においても有名で
あるが3)，現在の改革は， このフランクス報告書以来の大改革として注目さ
れているものである。
2000年 5月 18日に，大法官は，審判所制度の見直しを行うために，引退
した控訴院裁判官であるレガット (Leggatt)卿の任命を明らかにした。そし
て， 2001年 3丹31日にレガット報告書が公表された4)。その後，大法官府
(Lord Chancellor's Department)は，意見聴取を行い， 2003年には，一定の組織
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改革ぞ公表し，さらに， 2004年には政府の政策を述べる白書を提出した5)。
白書は，審判所改革を中心としつつ，それよりも広し行政的正義一般を対
象にして，第一次的行政決定を改善することを強調するとともに， r比例的
紛争解決 (ProportionatelyOispute Resolution) Jといった新しい概念な打ち出し
て注目を集めているが，本稿では，審判所改革に検討対象を限定している。
さらに， 2006年には，審判所改革のために法案原案 (draftBill)として，
審判所，裁判所および執行法案原案が公表され，続けて秋には，審判所，裁
判所および執行法案 (TheTribunals， Courts and Enforcement Bill)が提出され 6)， 
2007年 5月現在国会において議論が行われているところである。この法案
は， ここ数年の閣に公表された幾つもの白書の内容の実現を目指すものであ
る。その一つの柱が審判所改革にあり，本稿では，自書lこ対すると同様，審
判所改革にかかわる眠りで、法案に触れる。また，法案には，フランクス報告
によって創設された審判所の監視機関である審判所審議会 (Councilon Tri-
bunals) の改組が含まれているが7)，それは，新しい機関~審判所にとどまら
ず，行政的正義一般の監視のために活用することを主自的とするものである
ので， これについては他の機会に検討を行うことにする。
他方，イギリスの場合，省庁再編が頻繁に行われることからわかるよう
に，組織改革には必ずしも法律を必要とせず，既に審判所に関して実施され
た改革もある 8)。さらに， レガット報告書公表から白書公表の聞には，大法
官府の名称が，憲法問題省 (Oepartmentof Constitutional Affairs)という名称に
変更されている。ただし，大法官職は存続し，憲法問題大臣が大法官の職に
ついている 9)。また，白書公表から法案公表の間に制定された 2005年憲法
改革法 (ConstitutionalReform Act)によって，イングランドおよびワェーノレズ
の司法府のトップが大法官から首席裁判官 (LordChief Justice)へと変わり，
裁判官任命にかかわって，第三者機関の諮問機関として，裁判官任命委員会
(Judicial Appointments Commission)が設置されている 10)。
本稿は，フランクス報告書当時の問題意識を確認しつつ，プランクス報告
をより徹底する課題であるとも考えられる，審判所改革の主要な論点、であ
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る独立性の強化と統一性の強化に焦点、を当て， レガット報告書から法案に至
るまでの審判所改革について検討を加えてし、〈。
審判所の独立性・統一性の現状と問題点
1独立性
まずはじめに，審判所の独立性の強化の論点から説明する。この論点は，
フランクス報告書においても重要課題であった。ブランクス報告書は，審判
所の特徴として， i公開性心「公正性」および「公平性」を指摘し，審判所
は「行政の機構jではなく 「審判の機構jであって，審判所を設置するとき
に，審判を当該省の外に置くものと考えた11)。
プランクス報告書以来，イギリスにおける審判所は，外部の独立した審査
な行う機関であり，公式に，審査に服する決定に責任な負う機関から独立し
ているとされてきた。審判所審議会が出した 1997年の報告書においても，
「審判所の主要な特徴は，それが独立していなければならないことである。
向様に重要なことは，それがそのようなものと認められなければならないこ
とであるパとされている 12)。
νガット報告書は，不服申立ての相手としている機関とはいかなるつなが
りもない機関によって裁決がなされることを利用者が確信する必要がある
が，現在そのようには確信し得ないという問題点を指摘する。政府省が審判
所に行政的サポートを提供し，審判所委員の報醗や手当を支払い，委員の幾
人かを任命し， ITサポートを提供し，審判所が従う手続を規定する法律を
準備するので，審判所は独立しているようにはみえないし，事実独立してお
らず，審判所やその事務についての責任は，その政策や決定を審査すること
が審判所の義務である者に委必られるべきではないとする。さもなければ，
利用者にとって， iすべての不服申立てはアクェイゲームであるj と考えら
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れることになるわけである叫。
このように，審判所の独立性は，プランクス報告書以降重視されている。
プνア政権において制度改革が実現しようとしている最大の理由は， ["独立
した公平な裁判所(審判所)Jにおける審理を要求するヨーロッパ人権条約6
条が強〈意識された結果であると思われる。すなわち， 1998年人権法 (Hu四
man Rights Act)によって，ヨーロッパ人権条約を圏内法化し，そのことが，
独立性を強化する方向での司法改革とともに，審判所改革lこ結びついている
と考えられる 14)。
もっとも，人権法の保護が技術的理由で利用できない場合ですら，利用者
は，コモン・ロー上，独立した公平な審判所による公正な聴聞を受ける資格
があるとされI5)，審判所は，可法部門が示すことができる独立性の必要性
すべてを有する必要はないにせよ，独立性の原則は，現在，イギリス審判所
にとって基本的なものであると広〈承認されている 16)。審判所lこは，市民
対国家の聞の紛争を扱う審判所と，市民対市民の聞の紛争を扱う審判所が存
在するが，独立性の観点から特に問題になるのは前者の類型であり，本稿で
の検討も前者の類型を念頭に置いている。
憲法改革法は， 3条によって，可法府の独立性を制定法上の保障の対象に
したが，法案は， 1条で， r審判所司法府 (TribunalJudiciary)の独立性jの見
出しの下に，憲法改革法3条で大法官および他の大臣に諜せられた継続的な
可法府の独立性を支持する義務を拡大し，司法府lこ審判所裁判官や審判所上
級長官を含むように拡大して，その独立性を支持する義務を課す17)。
2 統一性
また，審判所の統一性もブランクス報告書において重要課題であった。既
に，ブランクス報告書において，審判所が個別法によって創設され，その構
成，機能，手続，委員任命手続等が広範に異なっていることが改革課題とさ
れていた18)。
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フランクス委員会に提出されたロプソン (Robson)意見では， i審判所の
数と多様性は，継続的に大きくなっている。しかし，それらはまさにアド
ホックのまま残っている。閤会も政府も，この重大な対象に一般的命題を提
起することができない。結果として，我々は多数の行政審判所を有している
が，行政的正義の一貫したシステムを進化させてこなかった。」とされてい
たが， 40数年後も，状況はあまり変わっていないと考えられている 19)。
レガット報告書によれば，今日，規制機関を別として，イングランドおよ
びクエーノレズにおいて 70の異なる行政審判所が存在する。年間約 100万件
営処理し， 3500名を雇う。しかし， 70の審判所の内， 20のみが年間 500件
以上を審理しているにすぎない20)。審判所審議会によって監視される 24審
判所とスコットランド委員会によって監視される 5審判所は， 1998年には
全く活動していなかった21)。政府答が新しい審判所在ナ設置するよりも，既
序の審判所の管轄権を拡大することが期待されたが，実際には，新しい審判
所はアドホックに設置され続けた。ここ 10年間に，審判所審議会が23の新
しい審判所について管轄権を得た一方で，廃止されたのは 7審判所だけで
あったと指摘されている 22)。もっとも，審判所の数はともかく，審査請求
件数等に関しては，審判所審議会年次報告書の統計データすらかなり不完全
であると指描ぢれており，そのような状況自体が統一性の欠如を反映してい
る23)。
注意すべきは，統一性の強化は様々な観点から主張され，独立性の強化と
結びっく以外にも，合理化・効率性な重視して主張されることがあることで
ある。また，審判所の組織・手続に関しでは，法律家により大きな役割ぞ期
待し，手続を裁判所類似のものにし，裁判所によるコントロールを強化する
といった 3点セットを中心とした統一化によって，審判所の可法化が目指さ
れたことである。ハーロー (Harlow)が指摘するように，ブランクス報告書
の改革方向は，まさにこのような司法化そ目指す方向での改革であった24)。
以上からわかるように，レガット報告書とそれに基づく改革は，現代の状
視において，ブランクス報告書が目指した方向をより徹底するものであると
137 
考えることができると思われる。
統一的審判所サービスの創設
1 所轄省との関係の切断
レガット報告書が示した独立性の強化に答えるための一つの柱が，審判所
を所轄省から切り離し，大法官府(憲法問題省)に移し，事務を事務エージェ
ンシーである「審判所サービス (TribunalsService) Jに委ねることである25)。
ここで注意しておきたいことは，わが国とは異なり，イギリスにおいて
は，司法行政は裁判所が担当するわけではなし大法官府が担っており，大
法宮府(憲法問題省)が司法の独立を?擁護する特別の使命をもっていることで
ある 26)。また，審判所との関係では，憲法問題大臣は，不服申立てに賊す
るような決定を行わないことから，審判所を大法官府(慾法問題省)!こ移すこ
とが独立性の強佑に役立つと考えられることである27)。裁判所に関して，
通常裁判所の管理に責任を負う事務エージ、エンシーとして「裁判所サービス
(Court Service) Jが設置されており，審判所に関して， これと同様の審判所
サービスを創設することが提案されたわけである。レガット報告書において
は，審判所にかかわる事務を裁判所サービスに委ねることも検討されている
が，手続規則の相違や裁判所施設を審判所が利用することが適切とは雷え
ず，裁判所サーピスが巨大組織となり，柔軟性を欠くといったような理由か
ら，裁判所サービスとは部の組織として，審判所サービス設置が提案され
た28)。
このような審判所サービスの創設は，独立性の強化だけではなく，規模の
利益によって，効率性の改善にも役立っと考えられている。まず，組織の統
一化によって，施設や ITが有効に活用できることになる29)。また，人的商
でも，研修や一定の移動伝認めることによって効率化を図ることが可能と考
138 
ブレア政権の審判所改革
えられている。例えば， レガット報告書は，五つの異なる社会保障管轄の統
合した社会保障審査請求審判所は，必要があるときに，管轄の間で委員と職
員の移動を認めるのと同様に，統一的審判所サービスにおいて，移民審判所
の仕事量の増加を処理するために必要なリソースは，社会保障審査請求サー
ビスの仕事量における減少によって余ったリソースを向けることによって解
決されるであろうとする 30)。
以上の規模の和益に関連して，独立性の強化にも役立つと考えられるの
は，審判所サービス創設によって，審判所職員のキャリア・パスを確保でき
ることである。レガット報告書においては，プランクス報告書の時代に，す
べての事務を大法官府に集めることは，職員のキャリア開発にとって十分な
機会へと通じなかったであろうこと，また，社会保障審査語求サーピスと麗
用審判所サービスを例外とすると，職員に自らのキャリアの機会を提供する
にナ分な大きさは浮在せず，依然として大部分の職員は所轄省からリクルー
トされ，審判所は，野望があり，能力がある職員に魅力的なキャリア開発の
機会を提供するようにはみえないといった現状が指摘されていた31)。統一
的な審判所サービスを創設することによって問題を解決することが可能とな
るわけである。
2 段構的な移行
統一的審判所サービスを創設する場合， どのような過程で創設するかも論
点となる。レガット報告書は，審判所の世界の多様性と，審判所における著
しい相違に注目して， 70の別個の審判所を問時に改革し，統一するという
選択肢は，実際的ではないとして，最初に一定の核を?っくり，時間の経過と
ともに審判所の管轄権を追加していく段階的アプローチを必要とする。具体
的には，大法官府が運営する審判所だけでは核を形成するには十分ではない
と考え，核を形成するために，大法官府によって運営されている審判所と社
会保障審査請求サービスを統合することを提案する 32)。
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2003年3月11日に，当時の大法官アーグイン (IrvIne)騨は，新しいシス
テム(審判所サービス)の核として，上位 10の分権佑されていない中央政府
によって管理される審判所(五つは大法官府所轄，他の五つは他の省から大法宮府の
所轄lこ移行)含有する統一的審判所サービスの提案を公表した33)。白書によ
れば，これらの 10組織は，全体の 90%以上の事件に責任を負っており，
要審判所は， 2006年から 2008年に審判所サービスに加わり，他の組織は，
憲法開題省と所轄省の間で合意された日から加わるとされた34)。
実藤には， 2006年4月3日に審判所サービスが設寵され，約 3000名の職
員が審判所サービスで働くことになった。それ以前に憲法問題省は， 16の
審判所について責任を負っていたが， 2006年4月lこ，他の省から五つの大
規模審判所が加わった。先に述べたように白書では，大規模裁判所が加わる
のは， 2006年から 2008年の聞とされていたが，審判所サービス創設時の
2006年4月3日に移行しているお)。さらに， 2007年には，ニつの審判所の
移行が明らかになっている36)。
二層制の統一的審判所システムの創設
1 部を有する統一的審判所システムの創設提案
νガット報告書は，審判所によって，組織・手続等がバラバラとなってい
ることを克服し，決定の共通アプローチ，事案の扱いと管理の一貫性を促進
するため，二層部の統一的な審判所システムを提案する 37)。また，専門性
を維持するために，現在の審判所を対象によってグループ化し，九つの部
(divisions)に分けることを提案する。各々の部は，単一の審判所ではなく，
現在の既存の審判所のグループ化として考えられるべきであって，時間の経
過によって，各々の部の手続やケース管理においてかなりの程度の共通性を
みることが期待されるが，手続は，単一の部の中においですら，事案の重さ
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や複雑さにおける多様性を考慮、できるよう十分に柔軟でなければならないも
のとされるお)。
さらに，例外はあるものの，審判所からのすべての再審査請求の単一の
/レートが容在すべきであり，第二層審判所は，法の発達に純粋の一貫性を与
え，自らの νベノレおよび第一層審判所陪者において効果的に一貫性を促進す
ることができることが必要である一方で，現症の上級審判所において発達し
てきた相当の専門性を維持しなければならないとする到。現在の仕事量に
基づくと，移民，社会保障・年金，土地・評価，財政と雇用という五つの領
域では，第二層審判所を必要とする十分な再審査請求が存在する。他方，保
健・社会サービス，教育または規鰐の三つの第一層審判所に椙当する第二居
審判所は存在しない。また，運輸を?扱う上級管轄権の明白な核である運輸審
判所は，年間 100件足らずを審理するにすぎない。結果として，運輸，保
健・社会サービス，教育または規制の四つの上級審判所においては，必要な
ときに審理することを求められるという基礎に，メンバーが任命されるべき
とする40)。以上の提案を表の形で示したものが次貰の表である。
2 部の否定と室の提案
部によってグ、ノレープ化を留るレガット報告書に対して，白書は，統一の特
徴あるシステムをつくることを提案するが，フォーマノレな部構造は，最初に
新しいサービスを形成する限定的な管轄に照らして，そして，柔軟性や価値
ある発達を邪魔するものとして，不必要であると考える41)。また，再審査
請求が必要である場合，適切な場所は新しい審判所構造の中の第二層である
として二層制を考える。第二層の中で，雇用上級審判所はその際だった特徴
を維持するとするが，第一層審判所からの再審査請求は，第二層審判所へと
なされる。これは，社会保障および児童援助コミッショナー，土地審判所，
運輪審判所および改革された税審判所の新しい第二腫の管轄権をまとめる。
第一層の審判所と開様，第二層の審判所に関しでも，部の構造を確立するこ
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(Health and Social 
Servicesl 
(12，000 f牛)
教育 (Ed世cation)
(65，000 i牛)
規総 (Regulatoryl
(50 f牛)
市民対市民審判所
審判所の部とグループ化概絡
第一層主審判所 第二屡幸審判所
移民審判官(lmmigrationAdju- 移民上級主審判所
dicators)ほか2審判所 (lmmigration Appeal TribunaD 
社会保障審査請求サービス (Ap- 社会保障および年金上級審判所
peal Services)ほか3審判所 (Social Security and Pensions 
Appeal TribunaD 
評価審判所 (ValuationTribunall 土地および評鏑上級議判所
ほか5審判所 (Land and Valuation Appeal 
Tribunal) 
一般所得税コミッショナー (Gen- 所得税，消費税および関税上級審
eral Commissioners of Income 判所(lncomeTax， VAT and Dlト
Tax)ほか3審判所 ties Appeal TribunaD 
駐車審査諮求サーピス (Parking 運輸審判所 (TransportTribunaD 
Appeals Servicelほか 1審判所
精神保健審査緩和j所 (Mental *保健および社会サービス上級審
Health Review Tribunal)ほか4 判所 (Healthand Social Services 
審判所 Appeal Tribunal) 
入学審資誘求パネ/レ (Admission *教育上級塁審判所
Appeals Panelslほか4審判所 (Education Appeal Tribunall 
競争委員会審査諮求審判所 (Com伽 *規制上級審判所
petition Commission Appeal Tri- (Regulatory Appeal TribunaD 
bunal)ほか28審判所
雇用 (Employmentl I蔑期審判所 (EmploymentTribu-I雇用上級審判所
(200，000件1 I naDほか3審判所 I (Employn淀川AppealTribunaD 
(出典1Le.問attReport， pp. 78-79より作成。
(注) *印金付けた三つの審判所は，新しい審判所である。
とそ提案しておらず，その代わり，既存の行政上級審判所から第二層審判所
を創設することを提案する 42)。
法案3条は，第一躍審判所 (First-tierTribunal)と第ニ層審判所 (UpperTri司
bunal)を設置し， 30条は，別表6!こ掲げられた審判所の機能を移すことを
規定する43)。また， 7条は，第一層審判所および第二層審判所の中に「室
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(Chambers) Jを設置し，仕事を処理するために関連ある技術をもっ者によっ
て同様の仕事が処理されるように，管轄権がグループ化される 44)。法案が
規定する室がどのようなものか現時点では必ずしも明確ではないが，そのス
タンスは白書とは異なっているように考えられる。
3 部や室における柔軟性確保
レガット報告書は部を設けることを提案し，法案は室を設けることを規定
しており，部や室における柔軟性が問題となる。レガット報告書は，部の間
の移動，新しい審判所の部への配分といった仕事の部への配分のメカニズム
は，仕事量に応じて迅速な変更ができるように柔軟で、なければならないとし
て，大法官が，上級長官の向意を得て，実務命令によって配分することを提
案する45)。
また，法案は，室システムは，審判所の仕事量が変化するに応じてその境
界変更が容易になされるよう柔軟であることが意歯されているとする。 7条
l項は，大法官が，後で述べる審判所上級長官の同意を得て，命令によって
を設置する権限を有することを?規定する。室は，併合され，新しい室が創
設され，審判所の構成が時間に応じて変化する。また， 7条 9項は，第一躍
審判所または第ニ層審判所のいずれかにおいて，室の簡での機能の配分を変
更することができることを規定する46)。
4 第二層審判所の法的地位
最後に，審判所と裁判所の差異を考える上での重要問題である，審判所，
特に第二層審判所の法的地位を確認しておきたい。現行の審判所の内，雇用
上級審判所と運輸審判所は，上級記録裁判所である。上級記録裁判所とされ
ると，高等法院と公式には開等の地位を有することになり， したがって，高
等法院による司法審査に膿さないことなる。他の審判所はこのような法的地
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位にないため，高等法院による司法審査に服することになる4i)。
こういったことから， νガット報告書は第二層審判所の裁決に対する司法
審査の文脈で問題そ検討している。レガット報告書は，すべての第二層審判
所を上級記録裁判所にすることの趨所として，下級の審判所に対してすべて
の先例佐拘束的なものとすること，すべての第二層の部に適当ではないかも
しれない裁判所侮辱権限を与えること，より基本的なこととして，裁判所と
審判所システムの聞で達成しようとしている明確な区加を暖昧なものにする
ことを指摘する。このような点、そ重視して，すべての第二層審判所全上級記
録裁判所にすることを杏定する48)。
これに対して，法案3条5項は， νガット報告書とは反対に，第二層審判
所を上級記録裁判所と規定している。もし，第二層審判所が上級記録裁判所
になるということであれば，これは単に裁決が司法審査に服さないといった
ことを意味するにとどまらない。従来の審判所の司法化とは異なり，まさに
第二層審判所を裁判所と陪等にするという意味で審判所の裁判所化であると
考えられる。
四審判所長官，部(室)長の創設と
審判所委員の任命
1 審判所の上級長官と部(室)長
統一的な審判所システムを確立し，そのリーダーシップを確立するため
に，審判所上級長官 (SeniorPresident)の職を設けることが目指される49)。レ
ガット報告書は，第二層部の審判所の一つで審理する高等法院裁判官がこの
職につくことを提案する 50)。これに対し，白書は，上級長官は，控訴院裁
判官と同等の知識，経験と地位を有するべきであるとする 51)。法案は， J3U 
表 1第 3条に，上級長官の任命資格が控訴院裁判官の任命資格と同じもので
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あることを規定する52)。任命手続の詳細は後に触れるが，任命は，大法官
の助言に基づき女王によってなされる。このように，上級長官の地位は，レ
ガッタ報告書で想定された地位よりも高いものと位置付けられていると考え
られる。
法案は， 2条で審判所上級長官を置き，上級長宮のために多数の特定の権
限と義務を規定する。例えば，第一層審判所および第二層審判所の室構造に
関する同意，大法官の同意を得て，室の関で機能を配分する規定制定，上級
長官が大法官の注意を向けることを望む開題について，そして，大法宮が上
級長官にカバーすることを求める問題について大法官に報告する義務，実務
命令を出す権限などである 53)。
また，先にみたように， レガット報告書は「部J設罷，法案は「室J設置を
提案する。これにかかわって，部長や室長 (ChamberPresident)の設置が提案
される。従来，個別の行政領域で，多数の審判所が存在するような場合，審
判所行政に責イ壬ぞ有する長官 (president)を置く長官システムが採用されて
おり，その長官に裁判官を任命するといった運用もなされていた54)。向様
に， レガット報告書は，仕事量を考え，五つの第二層審判所の部長として裁
判官を任命すべきとした。具体的には，上級雇用審判所長，上級財政審判所
長，上級社会保揮および年金審判所長，移民上級審判所長は高等法院裁判官
であるべきで，他の上級審判所の仕事は，常勤ポストを正当化せず，非常勤
のイ壬命が適当であろうと考えた。第一層審判所の部に長を置き，可能なとこ
ろではそれらは常勤の任命であるべきであり，通常巡司裁判宮または同等の
権威を有する上級法曹であるとするお)。
法案7条2項は，第一層審判所および第二層審判所内部における各々の軍
のために，その室を総括する 1名または 2名の長が存夜しなければならない
ことを規定する。その者は，同時に第一層審判所の擾数の室を総括すること
はできず，同様に，向時に第二層審判所の複数の室を総括することはできな
い。ただし，同時に，第一層審判所の一つの室と，第二層審判所の一つの室
を総括することはできる 56)0 7条4項は，室を総括するために任命された者
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に室長の名称を与える。別表4第 1条・ 5条は，室長(副室長)の任命資格
として，下記にみる第二層審判所の裁判官としての任命資格と同じものを定
める。
既にフランクス報告書が，審判所委員長については，通常法的資格を有す
るべきであるとしており 57)，従来から，審判所には多数の法的資格を有する
委員長が現実に存在する。審判所改葱において興味深いのは，この法律家委
員の名称である。レガット報告書は，法律家委員長に対して「裁判官 Oudge)J 
という名称を与えることに対して，審判所は裁判所とは異なる方法で異なる
ことをしている，また，法律家と専門家委員の間で，機能と同様，地位にお
いて差異があることを示唆することは望ましくないとして，反対してい
た58)。これに対して，白書は，第一層審判所と第二層審判所の法律家委員
を「審判所裁判官 (TribunalJudge) J と「審判所上級裁判官 (TribunalAppellate 
Judgeけという名称にすることを提案し59)，法案 4条・ 5条は，法律家委員
に f裁判官(Judge)J という名称を与える。
また，法案4条と 5条は，第一層審判所や第二層審判所の裁判官や他の委
員lこは，機能が移される審判所から移った者や新しく任命される者等がつく
ことを規定し，第一層審判所裁判官には，別表2第 1条2項が法曹資格と 5
年以上の経験を要求しており，また，第二層審判所裁判官には，別表 3第 1
条2項が，裁判官職の標準的な資格である 7年以上の経験を要求している。
さらに，法案6条は，第一層審判所や第ニ層審判所の審判所裁判官に，控訴
院裁判官や高等法続裁判官等がつくことができることを規定している。第一
層審判所または第二層審判所の裁判官は，その専門性や経験に配慮して，審
判所の一つの室または捜数の窓に配置される。委員が複数の室に配置され得
るということは，委員が審判所の管轄権を越えて配置されることそ認めるこ
とを意味する 60)。
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2 審判所委員の任命手続
次に，審判所委員の任命手続をみておきたい。はじめに，審判所長官・
長(部室長)以外の審判所の委員の任命について検討し，後から，審判所長
官・室長について検討する。審判所委員の任命手続の改革は，先にみた審判
所を所轄省から切り離すことと並んで，独立性強化にとって重要なものであ
り，その課題は，フランクス報告書の段階から共通している。
プランクス報告書は，原則として，審判所の多くの委員長や委員の任命が
所轄省の大臣にのみ委ねられていることは望ましくはないようにみえるとし
ていた61)。開題は，どのような対応をするかである。フランクス報告書は，
大法宮による審判所のすべての委員長と委員の任命を提案する相当数の意見
があり，疑いもなしそのような変更は，審判所の独立性を強調することに
役立つとするものの，実際には，大法官の負担といった量的な現実性の問題
から，審判所委員長と審判所委員に対して異なる提案をし，結局，委員長の
任命は大法官によってなされ，それ以外の任命は審判所審議会によってなさ
れることを提案する62)0 
しかし， これらの提案は実現せず，その後も，所轄大臣によって審判所委
員長と委員が任命され続けた。自書によれば，大法官は既に審判所パネノレメ
ンバーの約 60%を任命していたが63)，依然として多数の者が所轄大臣に
よって任命されていた。レガット報告書は，任命権限を大法官に移すことを
提案し64)，さらに，白書は，後に 2005年憲法改革法により設聾されること
になる裁判官任命委員会の活用を提案したの)。
この裁判官任命委員会は，従来E司法のトップであると同時に，内閣の閣僚
でもあった大法官が裁判官を任命することは，司法の独立性確保の点から問
題があるとし，第三者機関の諮問機関として設置されたものである。諮問機
関ではあるが，大法官の任命権限を椙当に制約するものとなっている。この
裁判官任命委員会が審判所委員の任命との関係でも権取を行使して，審判所
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の独立性を強化するものとなっているわけである。現在，高等法院以下の裁
判官に関しては公募制が採用されており，法曹資格を求められる審判所委員
に関しでも，類似の公募手続が採用されているようである 66)。
法案別表2第 1条 1項， 2条 l項は，第一層審判所の裁判宮と委員が大法
宮によって任命されることを規定している。また，別表3第1条 1項は，第
二層審判所裁判官が，大法官による助言を受けて女王によって任命され， 2 
条 1項は他の委員が大法官によって任命されることを規定している。任命は
裁判官任命委員会による選考の後に行われる。具体的には，第二層審判所裁
判官は2005年憲法改革法別表 14第 1部のリストに追加されて巡回裁判官の
場合と同様の助言手続に(また高等法院裁判官の場合と向様の効言手続に)， また，
他の者は2005年憲法改革法別表14第3部のリストに追加されて，従来の審
判所委員の任命手続と問様の任命手続に服する 67)。
審判所上級長官の任命手続をみると，白書は，上級長官の任命は，高等員
事裁判所長官と北アイノレランドの首席裁判官の同意ぞ得て，イングランドお
よびウェ-)l/ズの首席裁判官によってなされるとしていた68)。法案は，別
表 1で上級長官の任命を規定している。任命については二つの/レートが規定
されている。大法官は，助言を行う前に，イングランドおよびクェーノレズの
首席裁判官，スコットランドの高等民事裁判所長官，北アイノレランドの首席
裁判官と協議しなければならず， 4者が合意し，任命候補者が，イングラン
ドおよびクエーノレズの控訴院の通常裁判官，スコットランドの高等民事裁判
所の上訴部(InnerHouse)第一部または第二部のメンパーである高等民事裁
判所裁判官または北アイルランドの控訴腕裁判官であれば，大法宮は助言を
する。
4者が合意しない場合，大法官は，裁判官任命委員会に候補者の選考を求
めることになる。この場合，首席裁判宮またはその代理である部の長または
控訴腕裁判官，首席裁判官の指名者，裁判官任命委員会の委員長またはその
指名者および裁判官任命委員会の委員長またはその指名者によって指名され
た裁判宮任命委員会の非法曹委員からなる特別のパネノレが設聾される。パネ
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ノレは，選考の一部として，パネノレのメンバーではない場合に，イングランド
およびクエーノレズの嘗席裁判官，スコットランドの高等誌事裁判所長官，北
アイルランドの首席裁判官と協議しなければならない。選考の結果 1名が勧
告され，大法官は，承認する，拒否する，またはパネノレに再考を求めるとい
う三つの選択肢から一つを選ぶことになる。拒否と再考を求めることができ
るのは 1回である。これは，高等法院の部の長の任命の基準や過程と同様の
ものである69)。
また，室長の任命手続は，法案別表4第 2条・ 3条が規定している。室長
は，高等法院の裁判宮等から任命され得る。これらの裁判所の裁判官から任
命する前に，大法官は最初に審判所上級長官と協議しなければならない。大
法宮が上級裁判所から被任命者が選ばれるべきと決定する場合，大法官は，
イングランドおよびクェーノレズの首席裁判官等からの指名を求めなければな
らない。もし適当な候補者がいないならば，裁判官任命委員会によって選考
がなされる。 2005年憲法改革法別表 14第3部のリストに追加されて，従来
の審判所委員の任命手続と同様の手続に服する 70)。
五審判の手続・過程の司法化
1 手続規則と実務命令
プランクス報告書は，審判所手続に関して，すべての審判所に適用され得
る標準的な手続規尉の提案や，四つまたは五つの異なる規則作成提案があっ
たことを紹介しつつ，審判所には，大きな手続的差異があると考え，審判所
の各々の詳細な手続がその特定の事情を充たすようにつくられるべきである
ことを望むとした71)。このように，審判所の手続の統一性と多様性をどの
ように調和させるかは，フランクス報告書以来の課題であった。
ブランクス報告書以緯，この点で最も注目されるのは，審判所審議会に
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よって 1991年に公表された『審判所手続モデノレ規則』である 72)。このモデ
ル規則は，法令(コード)ではなく，省や審判所自らが必要なものぞ選択
し，採用することができる多様な規則が用意されている倉庫であるとされ
た。モデル規則は，フランクス報告書によって確認された審判所システムの
機能の本質としての三つの目的，すなわち， r公開性J，r公正性jおよび
「公平性」を保障する共通の要素が存在することを意識しつつ，他方で，多
様な規定から選択をする際に，省や審判所が，特定の審判所の目的にとって
必要なものまたは有用なものに注意深い考慮を与え，審判所の特定の必要性
または状況に適合するようにモデル規郎を修正し，採用することを期待し
た。さらに， 2003年 11月にこのそデノレ規則を改定した『審判所規則起草ガ
イド』が公表された73)。
モデノレ規則やガイドは， レガット報告書や白書においても注目されている
ものの，実際には，省の起草者は，それを参照することを要求されていな
い。審判所審議会は意見聴取を受けるが，標準的な様式またはアプローチは
なく，利害関係者に意見聴取する制定法上の要求も存在しない74)。また，
規則制定のあり方は，統一性確保やそれによって利用者に利益を与えるとい
うことのみならず，所轄大毘が審判所規則合制定することから，審判所の独
立性・公正性の文脈でも関心事になってきている。
手続の内容は，様々な開題に影響営与えるが， ここでは，手続規則制定の
あり方にかかわる改革のみを扱う。レガット報告書は，可能な限りの一貫性
の達成を目指しつつ，先に述べた部設置を前提に，実務命令によって多様性
を確保する方向を示す75)。また，白書は，審判所は新しい組織に移行する
ので， その競則を?命日定する責任は，憲法問題大臣に移行し，審判所規則の大
部分の権限伝一つの職lこ集中することを紹介するが，単に憲法問題大臣に委
ねるのではなし民事裁判所とのアナロジーで審判所を考え，民事裁判所に
おける規期が制定法上の手続委員会によって制定されることから，それをモ
デノレとして，審判所のために審判所手続委員会設置を提案する。委員会の核
となる構成委員として，審判所上級長官，第二層審判所裁判官，第一層審判
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所裁判官，審判所審議会の代表，そして，白書自身が重要なことと考える審
判所利用者の代表をあげ，多数の審判所管轄権が存在し，専門的領域を適切
に処理するために，補足的な委員の柔軟な形態が必要で、あるとする 76)。こ
のような審判所手続委員会の設霞により，審判所審議会の現在の役割は見直
されることになる。審判所審議会は，第二次立法に関して協議される制定法
上の権利を維持するが，その権利は，審判所手続委員会における代表を通し
て行使されることになる。
法案22条は，第一層審判所および第二居審判所において従われるべき実
務および手続を規律する審判所手続規則が，審判所手続委員会によって作成
されることを規定する。別表5によれば，審判所手続委員会の構成は，第 1
に，審判所上級長官または審判所上級長官によって指名される者，第2に，
大法宮によって任命される者として，審判所の実務または審判所手続にかか
わる者に助言する経験そ持つ 3名と，審判所審議会を改組して設置される行
政的正義および審判所審議会によって指名される l名，第3に，イングラン
ドおよびワェー/レズの首席裁判官によって任命される，第一層審判所裁判官
1名，第二層審判所裁判官 1名，第一層審判所または第二層審判所の裁判官
ではない第一層または第二層審判所の委員 l名，第4に，スコットランドの
高等民事裁判所長官によって任命されるスコットランド司法システムに経験
と知識のある l名，第5に，審判所上級長官の請求によって，適当なと級裁
判官によって任命される，特定の問題または第一層審判所または上級審判所
の管轄権に関連する特定の対象領域の経験や知識を有する者である。
法案 23条は，審判所上級長官が第一層審判所および第ニ層審判所の実務
と手続に関して命令を与えることができること，室長が総括する室の実務と
手続に関して命令を与えることができることを?規定する。このように，上級
長官は，実務命令によって審判所手続規則を補足する権限を有し，実務命令
を与えることは，上級長官が， 8条に基づき室長に委任することを選択でき
る機能の一つである77)。
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次lこ，審判所または裁判所への上訴(蒋審査請求・出訴)についてみていく
ことにする。フランクス報告書は，まず，事実の開題に関して裁判所への出
訴は，特定の対象に専門的な機関から相対的に非専門的な機関への上訴とな
るので，望ましいようにはみえず，特別な考慮がなければ，審判所の理想的
な上訴構造は，第一審審判所から第ニ審または上級審判所への一般的な再審
査請求であるとする。ただし，上級審判所がその裁決合審査するよりよい資
格があるわけではないほど，第一審審判所が例外的に強力で十分な資質が備
わっている場合，上級審判所在?設置することが本質的ではないとする。ま
た，法の問題については，裁判所による に服するべきであるとする。 pj
法審査 (judicialre，εv巾r
囲において広いといつたことなどから，法の問題についての上訴を一般的に
提供するべきことを提案する 78)。
しかし，実際には，審判所の裁決に対する上訴のいかなる単一のメカニズ
ムも存をしない。上訴の権利は，審判所ごとに異なっている。幾つかの事案
においては，イ也の審判所への不服申立ての権利がある。他の場合には，高等
法院への出訴の権利がある。ある場合には，全く上訴の権利は存在しな
い79)。上訴ノレートの構造は， I偶然のもの (haphaね rd)J とか「ごちゃまぜj
と表現されている 80)。レガット報告書は，例外を認めつつも，審判所から
のすべての上訴のために単一のノレートが存在すべきであるとして，無意味な
上訴がなされないようにするために f許可 (permission)Jが設けられ，
層審判所から第二層審判所へ，また，第二題審判所から控訴院へ「法の問
題j についての上訴の権利を設ける提案をする 81)。司法審査は，他の救済
手段が利用でき，それが利用されていない場合には行寵されないという考え
が支持される 82)。
法案 11条， 13条は，以上の考えに基づき統一的な上訴ノレートを提供し，
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多くの場合，第一層審判所の裁決は，第二層審判所へと再審査請求され，第
二層審判所の裁決は，控訴院などの裁判所へと出訴される。第一層審判所か
ら第二層審判所への再審査請求の場合も， I法の問題Jに痕定されている。
白書は，第二層審判所での聴聞は，第一層審判所で確定された事実問題を
再び争う機会ではなしその役割は，誤りを正し，アプローチの一貫性ぞ課
すことであるとしていたお)。上訴が法の問題に限定され，第二層審判所が
より裁判所の役割に近づき，さらに，第二麓審判所からの出訴が直接に控訴
院になされ，高等法院が審判所システムから除かれていることが注呂され
る84)。さらにこの点は，次にみる第二層審判所による司法審査の代替へと
つながっている。
3 第二層審判所による司法審査
当然のことのようにも考えられるが，現在，審判所は司法審査の権限を有
していない。しかし，法案 15条から 19条は，第ニ局審判所が適当な場合に
甫法審査の権隈を行使することができることを認める。そして，第二層審判
所が，高等法院に代わって司法審査事件を扱うことができる場合として，首
席裁判官またはその委任を受けた者によって，大法宮の向意を得て，高等法
院ではなく第二層審判所によって扱われるべき事件の種類を特定する命令が
なされた場合し移送が正義にかない便宜で、あると高等法院が考える場合
に，個々の事件の移送を命令する場合があげられるお)。
貴族院における法案審議においては，こういった場合の担当審判所裁判官
の上級性に関して議論がなされたようである86)。高等法院裁判宮のみが政
府からの十分な統治構造上の独立性を有している，すなわち，国会両院の議
決によってのみ罷免されるので，司法審査事件は政府の行政決定を争うこと
になるため，高等法院裁判官が常に審理すべきではないかが議論された。こ
れに対する政時の回答は，第二層審判所への事件のまたは一定の種類の事件
の割当は，独立した裁判所のコントロールの下にあり，この規定の目的は，
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ことであり，高度に技術的な論点にかかわるものであるというものであっ
た。
以上から，審判所，特に第二層審判所が，裁判所，特に高等法院と同様の
組織として位置付けられていることがわかる。このことは，第二層審判所が
日常的に制定法上の管轄権の行使において処理すると関様の事案において，
第二層審判所の専門性の利益を得ることを?認めるものである。
おわりに
検討してきたように，今回の審判所改革の課題の多くは，既にうO年前の
フランクス報告書において認識されていたものであり，それがようやく今日
に叢って実現に至る状況となったということができるであろう。長年の課題
が実現しようとしている最大の理由は，ブνア政権の司法改革の背景と同じ
く， 1998年人権法によって，ヨーロッパ人権条約を国内法化することに
よって，裁判所や審判所の独立性・公正性が従来よりも強く求められるよう
になってきたことであると考えられる。
ブランクス報告書と出較すると，プランクス報告書の方向が審判所の司法
化であったことに対して，今回の審判所改革は，第二層審判所に典型的にあ
らわれているように，審判所の裁判所化であるように考えられる。法案にお
いては， νガット報告書よりも明曜にその方向へと進んでいるようにみえ
る。人的構成において法曹の役割を高め，手続を統一的に司法化し，その独
立性を強化すると，裁判所よりも審判所を利用する方が専門性に期待できる
ために，審判所を裁判所の前審イちするというよりは，裁判所に代替させ，行
政裁判所と同様のものに位置付けることは必然的な方向であるようにも思わ
れる。
他方で， こういった方向が進むにつれて，ブランクス報告書で強調され，
レガット報告書においても垣間見える，裁判所と比較した場合の審判所の略
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式性ぞ通しての閤民にとっての利用しやすさといったメリットがどのように
維持されるかが大きな問題となる。既に，ブランクス報告書以後の司法化の
進行の中で，このような課題に関する議論が行われており，その分析は別稿
で行いたいと考えている87)。
イギリスと碍様，現産進行形で取り組まれているわが閣の行政不服審査法
改革においても，行政領域に相応しい柔軟な行政争訟制度が必要であるとと
もに，イギリスのように裁判所佑lこまでは至らないとしても，審査手続の改
革のみならず，組織や任命手続を含めて，公正性・独立性がより強化される
必要があると考えられる。不服申立件数の増加，認容率の上昇，閤民の倍頼
確保，さらには，国民の権利利主主の救済や行政の適正な運営確保のために
は， このような改革が必要である。
わが国で，パブリックコメントが求められた『中間とりまとめ』において
は， r第三者機関」にかかわって，三つの案が示されているが， r処分庁J
(および f審査庁J)から「ある程度独立」することで足りると考えられている
ようである。イギリスの審判所改革に類似するものとして， r各府省の分野
を横断して審理する統一的な機関J設置案が示されているが，この機関は，
「諮問機関とするのが適切Jとされ，また， r行政の簡素化という観点から，
既存の機関を活用することを中心とすることが望ましいj とされており，イ
ギリスに近い形で、都度改革が実現する可能性は抵いと考えられる88)。今回
の制度改革以降も，なおも制度の公正性・独立性の強化が今後の重要な課題
として容続し続けることになると危倶される。
j主
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